
　
2
0
1
5
年
10
月
に
大
筋
合
意
し
た
環
太
平
洋
パ
ー
ト

ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定（
T
P
P
）は
、4
月
の
国
会
で
本
格
審
議
に

入
る
見
込
み
で
あ
る
。ま
た
、東
ア
ジ
ア
地
域
包
括
的
経
済
連

携（
R
C
E
P
）、日
欧
E
P
A
、日
中
韓
F
T
A（
※
1
）（
自

由
貿
易
協
定
）な
ど
の
交
渉
も
進
ん
で
お
り
、貿
易
を
中
心
と

し
た
世
界
の
構
図
は
大
き
く
変
化
し
て
い
る
。こ
れ
ら
が
も
た

ら
す
経
済
効
果
は
大
き
い
。当
社
の
試
算（
※
2
）に
よ
れ
ば
、

T
P
P
に
よ
る
関
税
引
き
下
げ
の
日
本
経
済
へ
の
効
果
は
発

効
25
年
後
で
+
2.3
兆
円（
G
D
P
比
+
0
．3
3
%
）。そ
れ
に

加
え
て
非
関
税
障
壁
解
消
効
果
や
生
産
性
向
上
効
果
も
考

慮
に
入
れ
る
と
、よ
り
大
き
な
効
果
が
見
込
ま
れ
る（
※
3
）。

　
経
済
連
携
協
定
は
、一
見
、非
常
に
複
雑
だ
。経
済
全
体
の

効
果
は
大
き
い
と
し
て
も
、個
々
の
企
業
が
そ
の
メ
リ
ッ
ト
を

十
分
に
享
受
す
る
の
は
難
し
い
と
み
る
向
き
も
あ
る
。こ
こ
で

は
二
つ
の
対
応
策
を
提
案
し
た
い
。一
つ
目
は
、品
目
ご
と
に
詳

細
な
取
り
決
め
が
な
さ
れ
る
の
で
、自
社
に
関
連
す
る
変
化
を

つ
か
む
こ
と
だ
。T
P
P
に
お
け
る
原
産
地
規
則
、完
全
累
積

制
度
は
、例
え
ば
自
動
車
で
は
、部
品
や
組
立
工
程
な
ど
の

T
P
P
域
内
で
の
付
加
価
値
ウ
エ
ー
ト
が
55
%
以
上
で
あ
れ

ば
m
a
d
e 

i
n 

T
P
P
と
見
な
さ
れ
優
遇
税
率
が
適
用
さ

れ
る（
図
）。従
来
、自
動
車
大
手
の
海
外
生
産
シ
フ
ト
に
伴
い
海

外
進
出
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
部
品
メ
ー
カ
ー
も
、国
内
に
生
産

拠
点
を
残
し
な
が
ら
関
税
の
優
遇
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
な
る
。ま
た
、海
外
展
開
の
余
裕
が
な
か
っ
た
中
小
企
業

も
、優
れ
た
技
術
さ
え
あ
れ
ば
グ
ロ
ー
バ
ル
な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
の
一
翼
を
担
う
可
能
性
が
出
て
く
る
。「
コ
ス
ト
を
勘
案
し
な

が
ら
、ど
の
国
で
、何
を
作
る
か
」と
い
う
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の

問
題
は
む
し
ろ
単
純
化
す
る
と
み
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。二
つ

目
は
、中
長
期
的
な
観
点
か
ら
、経
済
連
携
協
定
自
体
を
自
社

に
有
利
な
方
向
に
引
き
寄
せ
る
試
み
で
あ
る
。ル
ー
ル
作
り
は

日
本
の
不
得
意
分
野
と
見
な
さ
れ
て
い
る
が
、発
酵
乳
分
野
に

新
規
格
を
追
加
し
、欧
州
の
一
部
で
税
率
低
減
を
得
た
ヤ
ク
ル

ト
な
ど
、成
功
事
例
は
あ
る
。一
企
業
で
は
難
し
く
て
も
、同
業

他
社
や
業
界
団
体
、政
府
を
巻
き
込
み
つ
つ
、自
社
や
業
界
に

と
っ
て
有
利
な
市
場
を
構
築
で
き
れ
ば
、効
果
は
持
続
的
と
な

る
。さ
ら
に
ル
ー
ル
が
標
準
化
さ
れ
れ
ば
、今
後
の
経
済
連
携

協
定
に
お
い
て
も
採
用
さ
れ
る
可
能
性
が
高
ま
る
だ
ろ
う
。
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【国 際】

経済連携協定（EPA）が広げる
ビジネスチャンス

政策・経済研究センター　酒井 博司

●経済連携協定は、活用次第で企業に大きなビジネスチャンスをもたらす。

●優れた技術をもつ中小企業にとってもグローバルに活躍する場が広がる。

●ルール作りによる有利な市場の形成ができれば、メリットはさらに拡大する。

（
※
1
）F
T
A
は
特
定
の
国
や
地
域
間
で
貿
易
や
投
資
の
自
由
化
・
円
滑

化
を
進
め
る
協
定
。E
P
A
は
貿
易
自
由
化
に
加
え
、投
資
、人
の

移
動
、知
的
財
産
保
護
や
競
争
政
策
に
お
け
る
ル
ー
ル
作
り
な
ど
を

含
む
幅
広
い
経
済
関
係
強
化
を
目
的
と
す
る
協
定
。

（
※
2
）M
R
I 

E
C
O
N
O
M
I
C 

R
E
V
I
E
W「
T
P
P
実
現
の

日
本
経
済
へ
の
影
響
」2
0
1
5
年
11
月
30
日
。

（
※
3
）内
閣
官
房
T
P
P
政
府
対
策
本
部「
T
P
P
協
定
の
経
済
効
果

分
析
に
つ
い
て
」（
2
0
1
5
年
12
月
24
日
）は
、2
0
3
0
年
ま
で

に
日
本
の
G
D
P
を
2.6
％
押
し
上
げ
る
と
試
算
。ま
た
同
様
に
、関

税
引
き
下
げ
、非
関
税
障
壁
解
消
、生
産
性
向
上
を
考
慮
に
入
れ

て
T
P
P
の
効
果
を
試
算
し
た
世
界
銀
行
の
分
析
は
、2
0
3
0

年
ま
で
に
日
本
の
G
D
P
を
2.7
％
押
し
上
げ
る
と
の
結
果
で
あ
る

（W
orld B

ank“
G
lobal E

conom
ic P
rospects”2016

）。

［図］TPPの原産地規則、完全累積制度のメリット

出所：三菱総合研究所
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●NAFTA（北米自由貿易協
定）の原産地規則62.5％
に達せず（62.5%＞30%）、
関税優遇は適用されない。
●関税優遇を受けるには、
部品メーカーをNAFTA圏
に移す必要あり。

●TPPの原産地規則55％
を上回り（55%＜80%）、
関税優遇適用。
●日本国内に生産・開発拠
点を残すことが可能。
●国内部品メーカーの活用
機会増加(TPP域外から
国内に戻す動きも)。
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